
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人エヌシエムエヌ

1 事業の成果

令和 2年度は、新型コロナウィルス感染症の影響を受け、対面での事業活動の縮小を余儀なくされ

た半面、募った寄付の中から、広く全国各地に向けて災害等の影響によリホームレスとして生活する

老人等に対 して宅配便で生活物資を支援することにより活動を維持した。また、前年度に引き続き、

国内の母子生活支援施設に属する子どもへの寄付活動を実施 した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【841】 千円)

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支 盃

対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

子育て、保育、

育児等 につ い

ての相談、支援
及び援助 に関

する事業

児童虐待等により隔離され

ている母子生活支援施設に

属す る子 どもの生活支援

(生活雑貨、食糧等の配布)

令和 3年 3

月 30日 及

び同年 5月

11日

埼玉県

川 口市立

あさひ館

6人～

10人

埼玉県

川 口市立

あさひ館

に属す る

子ども

約 30人 183

子育て、教育、

家族、家庭等に
ついてのセミ

ナー、講演会、
イベン ト等の

企画 。開催に関

する事業

実施な し

子育て、保育、

育児、教育、家
族、家庭等につ

いての調査、研

究及 び情報 の

提供 に関す る

事業

実施なし

被災地、福祉施
設、介護施設等
への支援及 び

援助 に関す る

事業

災害等の影響により全国各

地の公園等で生活するホー

ム レスに対す る生活支援

(生活雑貨、マスク、弁当

等の配布 )

令和 2年

12月 9日

及び同年 3

月 25日

新宿都庁

前、代々

木公園、

上 野 公

園、大阪

西成区、

奈良、沖

縄 、北海

道

6人～

20人

新 宿 都 庁

前、代々木

公園、上野

公園、大阪

西成区、奈

良、沖縄、

北 海 道 に

所 在 す る

ホ ー ム レ

ス

約 270人 498



子育て、教育等
に関わる個人、

団体に対する

協力、連絡、相

談及び支援に

関する事業

実施なし

社会の各領域

(政治、経済、

教育、マスコ

ミ、芸術と芸

能、科学技術、

医療、家庭等)

で活動する専

門家の教育訓

練と育成

母子生活世帯及びホームレ

ス支援に理解ある社会活動

専門家に対する活動資金の

支援

令和 3年 1

月 25日 、

同年 4月

28日 他

北海道 6人

北海道在

住の社会

活動専門

家

2人 160

教育、訓練、学

術、文化交流等
に関する出版

物の出版及び

普及

実施なし

その他 目的を

達成するため

に必要な事業

実施なし

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【0】 千円)

疋 款 に記 載

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

実施な し



書式第 13号 (法第28条関係)

令和2年度 活動計算書 (そ の他事業がと登場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エヌシエムエヌ

金   額 小計・ 合計科

2.336,000

2,336,000

0

5

受取利 息

4 事業収益

事業収益

事業収益

1 受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2 受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

3 受取助成金等

受取補助金

18

18

2.336.0:8

0

0

0

0

0

709,300

29,700

739,000

739.000

0

0

0

0

42,000

0

4,074

89,853

135,927

135,927

874.927経

1.461,091

経 常 外 収 益 計

固定資産売却損

災害損失

②当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 一 【D】

1.461.091:財 産 増 減 額 ①+② ・・・③

法人税、住民税及び事業税 ④

1.062,498

2.523.589正

その他経費

その他経費

(1)人 件費

役員報酬

給料手当

退職給付費用

福利厚生費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

租税公課

減価償却費

広告宣伝費

荷造運賃

会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

支払寄附金

【A】 ― rBl  ・・ ・(1)

過年度損益修正益



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エヌシエムエヌ

科
［日 金   額 小計・合計

3,113,666

0

0

3,113,666

【A】 資 産 の 部

3,113,666

590,077

590,077

【B-1 の 部

負 債 合 計 ③+④ 590,077

1,062,498

1,461,091

【B-2 正 の

正 味 財 産 合 計 2,523,589

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 3,113,666

2

現金預金

未収金

棚卸資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産

ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産

敷金

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+②



令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エヌシエムエヌ

重要な会計方針

計算書類の作成は、計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 一部改正 NPO法人会計基

準協議会)に よっています。
(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

該当ありません。

(2)固 定資産の減価償却の方法

該当ありません。

(3)引 当金の計上基準

・ 退職給付引当金

該当ありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当ありません。

(5)消 費税等の会計処理

税込み方式によっています。

2. 事業別損益の状況

被災地、福

祉施設、介

護施設等ヘ

の支援及び

援助に関す

る事業

子育て、教

育等に関わ

る個人、団

体に対する

協力、連

絡、相談及

び支援に関

社会の各領域

(政治、経済、

教育、マスコ

ミ、芸術 と芸

能、科学技術、

医療、家庭等 )

で活動する専門

家の教育訓練と

教育、訓

練、学術、

文化交流等

に関する出

版物の出版

及び普及

その他 目的

を達成する

ために必要

な事業

事業部門計 管理部門 合計科 目

子育て、保

育、育児等

についての

相談、支援

及び援助に

関する事業

子育て、教

育、家族、家

庭等について

のセ ミナー、

講演会、イベ

ン ト等の企

画 。開催 に関

す る事業

子育て、保

育、育児、教

育、家族、家

庭等について

の調査、研究

及び情報の提

供に関する事

業

292.000 292.000 292.000 292.000 2,336,000 18 2,336,018292,000 292,000 292,000 292,000

0

0

0

380,000

0

28,000

0

0

89.853

0

0

0

60,000

0

0

0

0

0

0

0

709,300

0

42,000

0

0

89,853

0

0

0

0

0

0

29,700

4,074

0

0

0

0

709,300

0

42,000

29,700

4,074

89,853

0

0

0

169,300

0

14,000

0

0

0

160.000 841. 153 33,774 874,927183,300 497,853

33.774 874.927183,300 497,853 160,000 841,153

205.853 292.000 132.000 292.000 292,000 1,494,847 33,756 1,461,091

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費

印刷製本費

支払寄付金

消耗品費

租税公課

支払手数料

広告宣伝費

荷造運賃

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 108,700 292,000 292,000



科 H 期 首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

5. 固定資産の増減内訳

6. 借入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

8. 
その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の技分方法

管理業務のみの従事人数・発生費用を記録し、それ以外の従事人数を各事業に従事もしくはそれ以外の費用は事業部門で発

生したものとして算出した比・金額

その他の事業に係る資産の状況

科 H 期 首残 高 当期借 入 当期 販 済 期 末残 高

590,077 590,077

合計 590,077 590,077

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員 と

の取引

内、近親者

及び支配法

人との取引

590,077 590,077

590.077 590.077

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

短期借入金

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エヌシエムエヌ

(

金  額 小  計 合  計科 目

29,690

3,083,976

3,113,666

0

【A】 資 産 の 部

3,113,666【A】 資 産 合 計 ①+②

590,077

590,077

【B-1

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 590,077

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 2,523,589

2

短期借入金

預 り金

長期借入金

銀行借入金

退職給付引当金

未払金

給与



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人エヌシエムエヌ

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 ①
監事

(カ ン ジュンスク)

KANG IUNGS00K 令和 2年 9月  1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日姜 貞淑

2 監 事

(チ ャン ジヨン)

CH」{O JIYUN 令和 2年 9月  1日

令和 3年 8月 31日

年  月  日

年 月 日張 智淵

∈∋監事
(キ ム インヒェ)

KIM INHYE 令和 2年 9月  1日

令和 3年 8月 31日

年 月

月

日

日年金 仁恵

∠

■
監 事

(キ ム スージン)

KIM S00 JIN 令和 2年 9月  1日

令和 3年 8月 31日

年

年

月

月

日

日金 水鎮

監 事

(イ  カ ン ホ ン )

LEE KANGHON0 令和 2年 9月  1日

令和 3年 8月 31日

年  月  日

年  月  日李 康弘

ｒ
Ｏ

/″
~｀

ヽ

理事 ョヽ妻ノ
(イ  ジ ェ ヒ ) 令和 2年 9月  1日

令和 3年 8月 31日

年   月 日

日年 月李 在姫

理事
〇

(vt^> )>Y) 令和 2年 9月  1日

令和 3年 8月 31日

年  月  日

年  月  日西門 雲姫

Ｏ
ё 理事・監事

年  月  日

年   月    日

年  月  日

年  月  日

Ｏ

υ 理事・監事

年 月

月

日

日年

年   月   日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

令和 3年 8月 31日 現在

特定非営利活動法人エヌシエムエヌ

氏    名

1 姜 貞淑

2 張 智淵

3 金 仁恵

4 金 水鎮

5 李 康弘

6 李 在姫

7 西門 雲姫

8 李 星光

9 申 賢曼

10 在 鐘植

11

12


